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This paper summarizes the traffic behavior survey with specific reference to bus

demand carried out in the eastern part of Tottori prefecture ln rural areas, trans‐

portation means available for local residents are so lilnited both in quantity and

quality,the service levels for public transportations being far fronl sufficiency People

suffers from aggravating service levels,facing覇 /ith more inconvenience than those in

urban area The survey ailns to investigate the realty of traffic behavior of inhabit‐

ants in iocal communities, where their behavior is restricted in many aspects by

various institutional,physical and sOcio‐economic constraints.In the survey,a questi‐

onnaire sun/ey is also carried out to elucidate the attettment of local residents

towards the current conditions of local bus services,and to measure their lvillillgness‐

to・pay for the improvement in bus service levels.This paper illustrates the features of

traffic behavior in the case study area and analyzes he revealed and potential

demands for local bus services,

Key words: traffic behavior sulhrey,local bus services,wiIIngness‐ to‐pay survey



236       原田哲郎・多々納裕―・喜多秀行・小林潔司 :地方バス路線の利用実態調査

1. はしめ:こ

交通計画の策定やそのための基礎的データを得る目的

で、わが国においてはパーソントリップ調査に代表される

様々な交通実態調査が行われてきた。これらの調査は、主

として大都市圏域や地方中核都市圏域を対象として、交通

実態を把握するとともに、将来の需要に対応 しうる交通

施設計画を立案するための交通需要予測の為の基礎デー

タを得ることを主眼としている 1)。 大都市圏における交

通政策上の主要な課題は渋滞対策である。道路等の交通施

設の整備水準に比して過大な交通需要が発生するために

渋滞が生じる。渋滞は交通費用の増加を通して、生産費用
の増大、物価水準の上昇、住民の厚生水準の低下をもたら

す。大都市圏域において、渋滞問題が深刻化するにつれ、

的確な将来の交通需要の予測の下に、交通施設を先行的に

整備していくことが要請されている。

一方、本研究で対象としているような地方生活圏では、

元来、人口規模が小さく集計的な交通需要が少ない。この

ため、渋滞はそれほど深刻な問題ではない場合が多い。し

かし、地方生活圏においてはこの交通需要の少なさがさら

に別の交通計画上の課題を惹起している。地方生活圏にお

いては、集計的な需要が少ないために公共交通サービスの

維持が著しく困難となる。特に公共交通企業体が独立採算

性を維持することは非常に難しく、地方部の路線バスや鉄

道等の公共交通サービスの提供水準は、大都市圏や地方中

核とは比較にならないほど低い水準に留まっている。

さらに、地方生活圏においてはトリップの目的となる活

動の集積も、都市地域に比べて少ない。このような交通手

段やトリップロ的となる活動の多様性の乏しさは、地方の

住民が享受するアクセンビリティの水準を極めて低い水準
にとどめることとなる。アクセンビリティの低さは地域住

民の交通行動を制約し、アクセンピリティが十分に保証さ

れれば享受 し得たはずの厚生水準よりも低い水準に地域

住民の厚生水準を押し止めている。特に、高齢者や子ども

等の自家用車を直接利用できない住民にとっては、その影

響は深刻であり、彼らは場合によっては トリップの生成自

体を諦めねばならないような状況にすらおかれてしまう。

このように、地方生活圏では、交通手段やトリップの目的

となる活動の多様性が乏しいがために、種々の活動に対す

る地方の住民のアクセシどリティが低い水準におかれてい

る。従って、地方生活圏においては、交通手段や トリップ

の対象となる活動の多様性を確保し、それらの活動への地

域住民のアクセンピリティを改善していくことが交通計画

上の課題となると考える。

このためには、まず地方生活圏における交通の実態や交

通に対するニーズを把握し、地域住民のアクセシビリティ

を向上させていくための方策を検討する必要がある。しか

しながら、実際には、地方生活圏においてはその交通実態

を把握するための調査自体十分に行われているとはいい

がたい状況にある。すなわち、現状では、パーッントリッ

プ調査は人口30万 人以上の都市圏を対象として行われ
ており、地方生活圏においては、研究目的の小規模な調査
2)3>)が
稀に行われてきたにすぎない。また、交通手段の

多様性を確保するという観点からは、路線バスや鉄道等の

公共交通サービスの提供水準の向上は、これらの提供水準

が低いがために、交通に対するニーズを実現しえていない

住民の厚生水準を向上させる有効な手段となろう。現在ま

でに地方部の路線パスを対象として研究が行われてきた

が、これらの多くはバス産業の経営分析 5)6)7)に 止まって

おり、地域住民の視点からの評価はほとんど行われてこな

かった。

本稿では、以上のような問題意識を背景として、鳥取県

東部地区を対象として筆者らの研究グループが行った交通

実態調査の結果について報告する。この調査では、地方生

活圏における交通政策上のパスサービスの重要性を考慮

して、通常のパーソントリップ調査の他にもパスサービス

の利用実態や現状のパスサービスに対する地域住民の意

向をあわせて調査し、地方生活圏における交通実態や問題

点を実証的に明らかにすることを目的としている。

以下2.で は鳥取県東部地区を対象として行った交通実態

調査の概要について述べる。この調査は、上述の問題意識

を反映して、世帯構成員やその属性を調査するための世帯

調査、交通行動の実態を把握することを目的としたパーソ

ントリップ調査、現状のパスサービスの提供水準に対する

住民の主観的評価を知るための意向調査によって構成され

ている。3では、世帯調査やパーソントリップ調査の結果

を報告し、鳥取県東部地区の交通実態について考察する。

具体的には、調査対象者の世帯属性や個人属性を世帯調査

結果から抽出するとともにパーソントリップ調査の結果か

ら調査対象者の交通行動を分析する。4で は、パーソント
リップ調査、意向調査の結果をもとに、地方生活圏におけ

る主要な公共交通サービスの提供水準について言及した

上で、パーソントリップ調査から明らかになったバスサー

ビスの利用実態を調査に関して考察する。さらに、意向調

査の結果に基づいて、対象地域におけるバスサービスの現

状の提供水準に対する支払い意思額を計量化し、現状のパ

スサービスに対する地域住民の主観的評価を引き出す。最
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後に、5.で は今回の調査で明らかとなった知見をとりまと

めるとともに、今後の課題について言及する。

2.調査の概要

2 1調査方法

調査の方法について説明する。図-1に示すような鳥取
県東部の 1市 5町 1村 を対象として交通実態調査を実施

した。交通実態調査の実施日は平成 5年 12月 6日 (月 曜

日)であり、幼稚園児以上のすべての家族構成員のその 1

日の交通行動を調査した。アンケー トの調査方式は留置回

収方式であり、調査員が被調査者の家を訪間して調査票を

手渡し被調査者に記入を託すとともに、数日後に調査員が

それを回収するという方法を用いた。アンケート配布枚数

は、鳥取市内で2000票 (2CX10世帯)、 郡部6町村 (郡家町、

船岡町、八東町、若桜町、岩美町、福部村)の それぞれの

町村に対して各 400票 (400世 帯)ずつ醒布した。ここで、

対象地域内の世帯数は約5,500世帯であり、標本抽出率は

8%に相当し通常の交通調査と比較して2倍以上の標本抽

出率となっている。表-1に アンケー トの回収状況と回収
した調査票のうち、全項目に回答がなされていた票数 (有

効数)の状況を示す。対象地域全体でのアンケート回収総

数は2559票であり、回収率は58%で ある。有効数は、さ

らにその51%に 相当する1302票 に留まった。回収状況は

特に郡部での地域的なばらつきが大きい。回収率は若桜町

の85%か ら21%の 八東町までばらつている。

2 2対象地域

図-1に示したように対象地域は、鳥取市とその周辺郡
部6町村である。図中の点線は、パスの路線図の概略を表

しており、網掛け実線は鉄道の路線を表している。同地域

には、山陰本線、因美線のJR線 と第 3セ クターの若桜鉄
道、計3路線の鉄道路線が整備されている。一方、バス路

線は国道9号線、29号線、53号線という主要な国道に沿っ

て発達しており、主として鳥取市と各町村を結んでいる。

平成 3年 (3月 現在)の対象地域内の人口および世帯数を

表-2に示す。これは住民基本台帳をもとに作成した。対
象地域内の人口は約 18万 7千人であり、その 75%を鳥取

市 (約 14万人、世帯数 4万 6千、構成比率 80%)が 占め、

部部町村の人口は合計で4万 7千人程度で、対象地域内人

口の25%、 世帯数では20%を 占めるにすぎない。

2 3調査内容

アンケート調査票は、家族構成や構成員の職業、年齢、

性別等の属性を記入する世帯票と、パーツントリップ調査

票及び意向調査票からなる個人票とで構成される。パーソ

●●ⅢⅢⅢ,路 線バ ス

,韓…帯ミ̀ k JR

ントリップ調査は、個人の1日 の交通行動を調査するもの

である。具体的には、個人がある目的のために移動した片

道を1ト リップとして、移動の際使用した交通手段や、移

動の目的、トリップ所要時間等を記入する調査である。今

回の調査では、地方生活圏での交通行動の特色である「送

迎・相乗り」について、「送迎・相乗り」行動の実態を把

握するための質問事項を設けた点に特徴がある。意向調査

では、地方生活圏におけるパスサービスの重要性を考慮し

て、現状のパスサービスに対する地域住民の評価を引き出

すことを目的として行った。具体的には、「鳥取東部地区

全域で利用可能な定期券の購入意向」や「バス利用クラブ
ヘの参加意向」を問う形式で、現況の整備水準下でのパス

サービスヘの支払い意思額やバスサービスをクラブ財と

して供給できる可能性等に関する意向を調査した。以下で

は、上述したような交通実態調査の結果を報告することと

する。
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3.鳥取県東部地区の交通実態

3-1概要

本章では、上記のアンケート調査の結果をもとに交通実

態に関する l次的な集計結果について述べる。具体的に

は、まず、これらのサンプルの職業、年齢、性別、運転免許

の保有の有無といった個人属性と、世帯構成人数や自家用

車の保有状況といった世帯属性を示し、サンプルの特性を

明らかにする。次いで、居住地別目的別 トリップ生成率、

トリップの発生率及び集中率、トリップの分布状況、交通

手段の構成割合等を調べる。さらに、このような分析を通

して対象地域の交通実態を明らかにしていく。

3-2個人属性

1)職業

図-2に鳥取市と郡部町村の職業構成を示す。やや郡部
町村において、農林業従事者の比率が高いことを除いて、

ほぼ同様な職業構成比率を示していることがわかる。

2)年齢

図-3に市町村別の年齢・性別構成を示す。年齢構成に
関しては、各市町村ともに30歳代 40歳代あるいは 10歳

未満の層にモー ドがある。これは、10代後半から20代 に

かけての若年層が、進学・就職等の理由で都市地域へ流出

しているためである。高齢者の占める割合は、サンプル数

自体が少ない八東町の場合をのでいて、概ね郡部町村の方

が鳥取市に比べて高く、相対的に高齢者のサンプルが多く

なっている。また、サンプルの男女比は、いずれの市町村

でも概ね■1と なっているが、各市町村ともやや女性の構
成比率が男性のそれを上回っている。これは特に高齢者人

口にしめる女性の比率が高いためであると考えられる。

3-3世帯属性
1)世帯構成人数

図-4に鳥取市内と郡部の世帯構成人数を示す。世帯構
成人数は、鳥取市と郡部との間に際だった違いがみられ

る。すなわち、鳥取市では世帯構成人数は比較的少なく、

平均的には3人程度の世帯構成であるが、郡部では平均で

4人程度で 1世帯を構成している。年齢構成のところでも

述べたように、郡部町村においては高齢者人口の比率が高

く、これら高齢者を含む世帯の比率も高くなっている。

2)自動車保有状況

1世帯ごとの自家用草保有台数を図-5に示す。鳥取市
及び郡部町村での自家用車保有率は高く、自家用車を保有

していない世帯は、鳥取市で12%、 郡部でわずか5%と なっ

ている。この地域ではすでに自家用車の保有がかなりの程

合計

郡部合計

福部村

八東町

船岡町

若桜町
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図 2市町村別職業構成
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度一般化してきてぃることが分かる。また郡部町村におい
ては、2台以上保有する家計は全体の77%と なってぃる。
これは、郡部においては世帯人数が多いこともきることな
がら、自家用車以外の交通手段が鳥取市内に比べて少ない
ために、交通行動のユーズを実現するために複数台の自動
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o 福部村 loo   o  合計
図-3(11)市町村別年齢・性別構成

鳥取市内        鳥取県東部地区の郡部
ロー51世帯ごとの自家用車保有台数

鳥取市内        鳥取県東部地区の郡部
国-6就労者の自家用者保有台数

車を所有する世帯の割合が高くなっていると考えることが

できよう。

このことは、さらに、就労者の自家用車保有状況 (図―

6)に よっても裏付けられる。鳥取市及び郡部町村を問わ
ず、概ね就労者の8割が専ら自分が利用できる自家用草を

保有していると回答している。後述するように徒歩、自転

草を除く通勤 トリップ手段の 9割を自家用車が占めてお
り、徒歩、自転車等による通勤が困難な大部分の就労者に

とって自家用車が不可欠な交通手段であり、その保有が必

要となっていることが理解される。

3 4ト リップの生成率

1)目 的別属性別生成原単位

図-7に居住地ベースの目的別 トリップ生成原単位を示
す。これは、各市町村に居住する住民 1人 1日 当たりの各

目的別 トリップ生成量の平均値を求めたものである。各市

町村ともに、帰宅 トリップ、通勤 トリップ、通学 トリップ

等の義務的なトリップが上位を占めるという共通点が見い

だせる。一方、買い物・ レジャー トリップ等の非義務的な

トリップの生成原単位に関しては、鳥取市居住者に比べて

郡部町村居住者の生成原単位が低く、概ね鳥取市居住者の

45%程度の水準に留まっている。さらに、図-8に 居住地
別目的別生成 トリップの構成比率を示す。当然のことでは
あるが、目的別には帰宅 トリップがもっとも構成比率が高

く、生成 トリップの約40%を 占めている。帰宅 トリップを除

くと通勤、通学、通院のようないわば義務的な トリップが

残りの大部分を占めるが、帰宅 トリップを除いた生成 トリ

ップ数に占める義務的 トリップ数 (通勤、通学、通院)の割

合は、鳥取市内で60%で あるのに比べ、郡部町村では70%

～80%と 高率である。このことは、鳥取市居住者が買い物・

レジャー等の活動を日常的に行っているのに対し、大多数

の郡部町村居住者は、通勤・通学等の義務的な トリップを

行うに留まり、買い物・ レジャー等の活動を日常的に行い

うる状況にないことを示している。

2)目的別属性別生成原単位

居住者の属性と目的別 トリップ生成率との関係を図-9、

図-10に 示す。これらの図は、「主婦層 (20歳 以上の無職
の女性)」 、「高齢者層 (65歳以上の男性)」 に関して、居

住地(鳥取市内、郡部町村)ベ ースで目的別 トリップ生成原

単位を示したものである。

図-9は 、主婦層 (20歳以上の無職の女性)に関して、居
住地別 (鳥取市内、郡部町村 )、 自家用車の保有状況別に、

各目的別の トリップ生成原単位を図示 したものである。こ

の図から、鳥取市内に居住する主婦層は、郡部町村に居

住する主婦層に比べて、数9/o程度ではあるが帰宅 トリップ

の生成率が高く、1日 のうちにトリップを生成していない

主婦層の割合は、郡部町村に多いことがわかる。目的別に

は、この違いは買い物 トリップの生成率に現れており、鳥

取市に居住する主婦層の方が郡部町村に居住する主婦層

に比べて買い物 トリップの生成率が高くなっていることが

わかる。これは、鳥取市内では小売り店舗の集積により、

比較的容易に買い物 トリップをすることができるのに対

し、小売り店舗の集積の程度が低い郡部では買い物 トリッ

プは主婦層にとっても日常的に行われるわけではないこと
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4騒

=「図 7居住地ベースの日的別 トリップ生成原単位

がわかる。また、鳥取市内、郡部町村のそれぞれの主婦層

において、自家用草保有者層の主婦の送迎 トリップの生成

率が高いことをのでいて自家用車の保有者と非保有者間

に顕著な違いは見られない。このことは、自家用車を保有

している主婦層が、自ら自家用車を運転し、他の世帯構成

員等の送迎を行っていることを示している。
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図-10は 65歳以上の男性に関 して、居住地別 (鳥取市
内、郡部町村 )、 自家用車の保有状況別に、各目的別の ト

リップ生成原単位を図示したものである。さきほどの主婦
層の場合と同様に、鳥取市内居住者の買い物 トリップの生

成率が高い。また、自家用車の保有・,F保有の別では、通勤
トリップの生成原単位に顕著な差が見られる。すなわち、
自家用車を保有している高齢着 (男性)は、これを保有し

ていない高齢者に比べて、より高い通勤 トリップの発生率

を示している。この傾向は、特に郡部町村居住者において

顕著であり、自家用車保有者の約 6割が通勤 トリップを生

成しているの比べ、非保有者では 1割にも満たないという

傾向が現れている。これは、自家用車を保有していない場

合には、勤務先までのアクセンどィティが低く、通勤自体

が困難になることを意味していると考えられよう。

3-5ト リップの発生、集中

1)地域別目的別発生 トリップ

図―■ に地域別目的別発生 トリップの構成比率を示す。

目的別には帰宅 トリップがもっとも構成比率が高いが、鳥

取市に比べ郡部市町村ではその発生比率は低くなる傾向

が読みとれる。一方、帰宅 トリップを除くと通勤、通学、

通院のようないわば義務的なトリ′プが残りの大部分を占

めるが、帰宅 トリップを除いた発生 トリップ数に占める義

務的 トリップ数 (通勤、通学、通院)の割合は、鳥取市内で

50%で あるのに比べ、郡部町村では 65%～ 80%と 高率で

ある。これは、部部町村においては、目的地が点在してい

ることや、公共交通サービスの利便性が低いことから、鳥

取市に比べ、義務的なトリップ以外の トリップが発生しに

くい状況にあると推察される。

2)地域別目的別集中 トリップ

図-12に 地域別目的別集中 トリップの構成比率を示す。

発生 トリップの場合と同様、目的別には帰宅 トリップがも

っとも構成比率が高い。ここで、鳥取市内への集中 トリッ

プに対する帰宅 トリップの構成比率が40%を わずかに下回

っているのに比べ、郡部町村への集中 トリップに占める帰

宅 トリップの嘗J合が 50%～ 60数%と 高率であるという特

徴が表れている。帰宅 トリップを除くと発生 トリップと同

様に義務的なトリップが残りの大部分を占めるが、鳥取市

内においては発生 トリップ、集中 トリップともほぼ同様の

目的構成比率を示している。これに対して、郡部町村にお

いては、集中 トリップ数に占める通勤 トリップの比率は、

発生 トリップ数に占めるその比率に対してに比べて低く、

これを補完するように通学 トリップの比率が高くなってい

る。このことから、部部町村で発生する通勤 トリップの多
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くが鳥取市等へ集中しているのに対して、通学 トリップは

当該町村内に集中する傾向が強いことがうかがえる9ま

た、非義務的な トリップに関しては、やはり、買い物 トリッ

プの集中率に地域的な違いが見られる。すなわち、鳥取市

では生成 トリップ数・発生 トリップ数に対するその構成比率

(図 -8、 図-12)に 比して、集中 トリップ数に対する買い

物トリッアの構成比率がわずかに増加している程度である
が、郡部町村においては生成 トリップ数に対する買い物 ト

リップの構成比率に対して、集中 トリップ数・発生 トリップ

数に対するその構成比率の低さが目立つ。このことは、郡

部町村居住者が生成する買い物 トリップは郡部町村内で発

生しかつ集中するトリップか、または、鳥取市内で発生し

かつ集中するトリップとなっているが、後者が前者に対し

て無視できない程の割合を占めていることを示している。

3-6ト リップの分布状況

ここでは、目的別にトリップの分布状況に関して考察す

る。概して、居住地別には鳥取市から郡部への トリップの

集中率は低いが、部部から鳥取市への集中比率は比較的高

くなっている。さらに、各市町村発のトリップは、当該市町

村内部へのトリップとなるか、もしくは、鳥取市への トリ

ップとなる傾向が強く、郡部町村間での トリップは極めて

少ないといぅ傾向がある。以下では、目的別 トリップの鳥

取市への集中比率に着目して分析を行うこととする。図―

13、 図-14に 、目的別 トリップの鳥取市への集中比率を
それぞれ居住地別、発地別で表示し、これらをもとに考察

を加えることとする。

まず、居住地別で鳥取市への集中比率が特に高いトリッ

プロ的として、通院、業務、レジャーがあげられる。これ

は、これらの活動に関連した施設が主として鳥取市に集中

しているためであろう。一方、発地別では、通院、業務 ト

リップの鳥取市への集中率が高く、通勤、買い物、レジャー

目的のトリップも比較的高い。また、居住地ペース、発地
ベースでの結果に大きな差がみられないトリップロ的とし

ては、その日の第 1番 目のトリップとして行われる傾向が

ある通勤、通学、通院目的の トリップがあげらる。他の ト

リップロ的に関しては、概して、居住地ペースの鳥取市ヘ

のトリップ集中比率が発地ベースのそれを上回っており、

鳥取市へ何らかの目的でトリップをした後に鳥取市発のト

リップとして生成されているケースが少なくないことが読

みとれる。

以下では、トリップロ的毎にトリップの分布特性に関し

て考察する。具体的には、その生成率が比較的高い、通勤、

通学、通院、買い物目的のトリップに着目し、これらにト

田某務

D買い物  固塾等  ロレジャー ロ送運  口その他
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図=12地域別目的別集中 トリップの構成比率

リップの分布特性に関してやや詳細な検討を加える。

まず、通動 トリップに関しては、着桜町、岩美町といっ

た鳥取市からの距離が比較的大きい町村において鳥取市

への トリップ集中率が40%を 割っているが、それ以外の市

町村からのトリップは概ね50%以上であり、郡家町のよう

に73%も の通勤 トリップが鳥取市へ集中している町村もあ
る。このことから、鳥取市が周辺町村の住民の雇用機会の

大部分を提供していることが理解される。

次いで、通学 トリップに関しては、通勤 トリップに比し

て鳥取市への集中率は高くはないが、都部町村からの通学

トリップの概ね l割から3割が鳥取市に集中している。そ

の他、集中が日立つのは郡家町であり、若桜町(17%:居住

地ベース)、 船岡町(28%)、 八東町(18%)か らのトリップの

集中が顕著である。これは、鳥取市には大学や各種の高等

学校が、郡家町には普通高校が立地しており、その効果が

現れているものと考えられる。残りの大部分の通学 トリッ

プは、各町村内の小中学校へのトリップで占められている

ものと考えられる。

通院 トリップは、鳥取市への集中率が最も高いトリップ

目的の一つであり、郡部町村で発生した通院 トリップのう

ち、50%～ 75%も の トリップが鳥取市へ集中している。鳥

取市内には、県立中央病院を始め、大規模な総合病院が立

地しており、これらの病院はこの地域の医療の中核を担っ

ている。このため、上記のような鳥取市への集中傾向がみ
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られたものと考えられる。

買い物 トリップは、居住地ベースでは、鳥取市への集中

率が最も高い目的の一つに挙げられる。岩美町、船岡町で

は4割を下回るが、鳥取市に近接する福部村の76%を筆頭

に、5～ 6割の買い物 トリップが鳥取市に集中している。

これは、鳥取市への小売り店舗の集積の影響であると考え

られる。また、発地ベースでは、鳥取市への集中の程度は

いずれの町村をとっても、居住地ベースでの集中率に比べ

て低い傾向がみられ、居住地ペースで集計した鳥取市への

トリップ集中量のうち、少なからぬ割合の買い物 トリップ

が、鳥取市までの通勤等他の目的の トリップの後に続いて

生成されていることが読みとれる。それでもなお、発地ベ

ースで、船岡町を除けば、概ね2創から4割程度の トリッ
プが鳥取市へ集中している。
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3-7交通手段別 トリップ構成
1)目的別交通手段別 トリップ構成

図-15に 目的別交通手段別 トリップの構成を鳥取市居
住者、部部居住者毎に図示する。概して、各目的別の利用

交通手段の構成比率は、居住地毎の違いは概して小さく比

較的似通った傾向を示している。しかし、詳細に検討すれ

ば、いくつかの特徴を指摘することができる。まず通勤 ト

リップでは、郡部、鳥取市内居住者とも、徒歩、自転車を除

けば全体の90%の 人々が自家用車を使用していることを指

摘できる。すなわち、徒歩・自転車での通勤圏内を除けば、

主たる通勤手段は自家用車であり、鉄道・路線バス等の公
共交通機関は通勤手段としてはあまり利用されていない

ことが読みとれる。次に、通学 トリップでは、郡部町村居

住者の鉄道や路線バスの利用率の高さが目につく。鳥取市

居住者は通学先が近い等の理由からか、概ねその70%が徒

歩・自転車で通学しているのに対し、郡部居住者ではその

割合は60%に とどまっている。すなわち、郡部居住者には

これらの手段では通学できない生徒・児童が比較的多く、

これらの生徒・児童が鉄道や路線バスを利用していること

が読みとれる。通院 トリップでは、部部、鳥取市内とも自

家用車の相乗りや路線バスの利用割合が比較的高い。すな

わち、鳥取市居住者で2割、郡部居住者で 3割が家族や知

人等の国家用車に乗せてもらって通院しており、路線バス

の利用者も鳥取市居住着で15%、 郡部町村居住者で20%程

度を占めていることがわかる。買い物 トリップについては

郡部居住者に比べ鳥取市内居住者において路線バスを利

用している割合が高く、郡部居住者については自家用車の

利用が目立つことを指摘できよう。

2)相乗り・送迎行動

ここでは、相乗り,送迎行動について分析を行う。まず、

この分析を行う際に、相乗り。送迎行動を以下の2つ のケー

スに分類して着目する (図 -16)。 つまり、ケース1)帰宅

以外の目的で相乗り・送迎行動が行われた場合、ケース2)

帰宅 トリップの際に相乗り・送迎行動が行われた場合であ

る。これらのケースに対して運転者、同乗者の属性 トリッ

プロ的について分析を行う。目的について具体的には、運

転の次のトリップロ的と、同乗者の相乗り・送迎を行った

際の トリップロ的、ケース2)で は同乗者の相乗り,送迎行

動の前の トリップロ的について分析した。その結果を図―

17～ 図-23に示す。

図-17は 、帰宅以外の目的を持つ同乗者を送った運転

者の属性である。鳥取市内、郡部ともに運転者には就労者

□徒歩     田自転軍    膠バイク    ロロ環用早 司
N相乗り   □鉄道    回路練バス  日タクシー
日送迎バス   ロその他

図-15日 的別交通手段別 トリップ構成

以外の個人がこのような行動をしている割合が高く、送迎

のトリップが就労していない女性によって担われているこ

とがわかる。運転者の次のトリップの目的 (図 -18)は鳥

取市内、郡部町村ともに帰宅 トリップが多く、同乗者を送

ることのみを目的としたトリップが大半であることがわか

る。図-19は 、帰宅 トリップ以外の目的を持つ同乗者の

属性である。鳥取市内、郡部とも就労者のしめる割合が多

い。また、同乗者のトリップロ的内訳 (図 -20)に関して

は、鳥取市内では多様な目的をもった トリップに相乗り・送

迎が行われているのに対し、郡部町村では義務的なトリッ

プロ的が大部分を占め、買い物やレジャーなどの目的の ト

リップが少ないことが読み取れる。
図-21は 、帰宅 トリップの際に同乗者を乗せた運転者
の属性である。鳥取市内においてはケースェと同様に就労

責以外
の家族が送迎行動をするが、郡部に関しては就労者

が就労者以外の家族を上回っている。図-22は 、帰宅 ト
リップの同乗者の属性である。鳥取市内、郡部いずれも就

労者の割合が高い。図-23に 示すように同乗者の帰宅 ト
リップ直前の目的は、図-20と 同様な傾向を示している。
すなわち、鳥取市居住者に関しては、トリップロ的が比較

的多様であるが、郡部居住者の場合は、鳥取市居住者に比
べ、通勤・通学・通院 トリップ等の義務的な トリップの割

合が高く、それ以外の目的の トリップが相対的に少ないこ

とが読みとれる。

通動
通学

通院

買い物

業務

塾など

レジャー

送迎

帰宅

その他

通勤

通■
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買い物
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レジャー

送迎

帰宅

その他



図■6相乗り,送迎行動のケース

図-17帰宅以外の目的をもつ同乗者を送った運転者属性

R取市

図-18煙ほ者の次のトリップ屈性
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図 21帰宅 トリップの際に同乗者を来せた運転者の属性
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図-22帰宅 トツップの同乗者の属性
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図-23111宅 した搭乗者の事前の トリップロ的内訳

4.′ヤス利用の実態

牛 1概要

本章では、バスサービスの利用実態について考察する。

具体的には、まず対象地域における公共交通サービスの提

供水準を調査する。次いで、パーツントリップ調査の結果

を用いて、住民のバスサービスの利用実態を分析する。さ

らに、意向調査結果を用いて、現状のバスサービスの提供

水準に対する地域住民の支払い意思額を計量化しパスサ

ービスの提供水準に対する地域住民の評価を引き出すこ

とを試みる。

4-2調査結果
1)公共交通サービスの提供水準

まずバスサービスの提供水準について調査する。表-2に

対象地域における路線バス頻度状況を示す。この表で、路

線数は各市町村の路線数、便数は各市町村において鳥取駅

に向かう路線バスの運行している1日 のすべての便数を表

し、カッコ内の便数は各市町村の内部に運行している全便

数を表す。また、所要時間は各町村の中心地より鳥取駅ま

での平均所要時間を表し、内部時間は各市町村において平

均的な各市町村内の中心地までの移動時間を表しているα

これによると、鳥取市は内部の運行便数が 655便 と最

も多く、バスサービスの提供水準は高いといえる。郡家町

は中心地から鳥取駅までのアクセスは良いが、内部の平均

アクセス所要時間が 20分 と長く、パスサービスの提供水

準は低い。船岡町は、そもそも鳥取駅への運行便数や内部

アクセスの運行便数が低いことからバスサービスの提供

水準は最も低くなっている。八東町は、若桜Hrと 郡家町の
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間にある町である。このため若桜町―鳥取市間のパスサー

ビスを利用することができる。しかしながら八東町はパス

サービスの路練が町全域を通っておらず、バスサービスの

提供水準は低い。

若桜町は、鳥取駅への運行便数が 60、 内部の運行便数が

60と 比較的多い。しかしながら、内部のアクセス時間が 12

分であり、さらに鳥取駅へのアクセス所要時間が 60分 と

長い。これは、通動や通学などの決められた時間までに目

的地へ行かなければならないトリップを行う際に個人は利

用の制約を受ける。したがってバスサービスの提供水準は

低いと考えられる。福部村は、鳥取市への運行便数が 154

と最も多く、内部アクセス便数も81と 多い。また、内部ア

クセス所要時間が5分 と短く、福部村においてパスサービ

スの提供水準は高いものと考えられる。岩美町は、鳥取市

への運行便数が65と 比較的多く、内部アクセス便数も70

と多い。また、内部アクセス所要時間も9分 と短いこと

から岩美町におけるバスサービスの提供水準は高いと考

えられよう。

したがって、バスサービスの提供水準の高い地域として

鳥取市、福部村、岩美町があげられる。また、バスサービ

スの提供水準が低い地域としては、郡家町、船岡町、八東

町、若桜町があげられよう。

つぎに、鉄道について考察する。比較的頻度の高い (片

道24本 )山陰本線が通っている地域は、鳥取市、福部村、

岩美町である。山陰本線と同程度の頻度を持つ (片道 23

本)因美線は、鳥取市から郡家町を通っている。若桜鉄道

の通っている船岡町、八東町、若桜町は鉄道の利便性は比

較的低い (片道 10本 )。

2)パ ス利用の実態

つづいて、路線バスの利用実態について述べる。図-24

に総 トリップ数に占める各交通手段を利用した トリノプの

割合を居住地別に示す。バスを利用した トリップは郡部居

住者が行った トリップの 8%、 鳥取市居住者のトリップの

7%を 占めているが、いずれの地域においてもあまり大き

な値を示してはいない。

鳥取市内              郡部
図-24交通手段の利用割合

バスを利用した トリップを目的別に整理して図-25に示

す。この図から、帰宅や、通勤、通学、通院等の義務的な

トリップの手段として′ヾスが利用されていることが多いこ

とが読みとれる。鳥取市居住者と郡部居住者とを比較する

と、鳥取市居住者では、通学や買い物目的でパスを利用し

た トリップの相対頻度が郡部居住者に比べて高く、郡部居

住者では、通学目的での利用が相対的に高いことが読みと

れる。前章で示したように、郡部居住者にとっては、通勤

目的では自家用車を利用したトリップが支配的であり、自

家用車の保有率も高い。言い換えれば、鳥取市ではバスを

用いた通勤や買い物も比較的容易ではあるが、郡部居住者

にとっては自家用車以外の手段は通勤や買い物には利用し

にくい状況に置かれていると言うことができよう。

図翌6、 図-27は 利用者の属性別にバスを利用した トリッ

プの生成比率を示したものである。図 26か ら、鳥取市居

住者、郡部居住者のいずれの場合においても女性の利用率

が高いことが読みとれる。パス利用者の年齢構成に関して

は、鳥取市居住者に関しては各年齢階層にわたって比較的

均等にバスが利用されているのに対して、郡部居住者では

若年層の利用者の割合が高いことが特徴的である。職業別

には、鳥取市居住者では、無職、会社員、学生の女性や会

社員の男性の利用率が高く、郡部居住者では、男女とも学

生の占める割合が高いことが、図-27か ら読みとれる。

また、バスを利用した個人の割合は15%で 、その27%に

あたる4%の 個人が定期券を保有しているC件 26)。 居住地

別では、鳥取市居住者の2%、 部部居住者の5%が定期券を

保有している。定期利用者と普通利用者の帰宅を除くパス

利用目的の内訳を図卜28、 図 29に示す。

まず、定期利用者のパス利用目的は、鳥取市居住者で約

90%、 郡部居住者において約 95%が通勤、通学目的となっ

ている。鳥取市居住者と郡部居住者の違いは、鳥取市居住
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日自転▼
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者では通勤、通学がほぼ同数、郡部居住者では通学が通勤

を大幅に上回っていることである。部部町村に居住する定

期利用者のうち通勤目的で利用している者が少なく、通学

目的での利用が大半を占めているという結果に着目しよ

う。通学 トリップが多い理由は、通学先が鳥取市居住者に

比べ郡部居住者の方が速いため鉄道や路線バスなどの公

共交通サービスを利用しなければならないためであろう。

一方、定期券を利用していないパス利用者のトリップロ

的は、鳥取市居住者、郡部といずれも通勤、通学が過半数

をしめる。ここで、注目すべきことは通院のためにバスを

利用している個人が多いことである。これは、病院サービ

スを受ける人々は老人などの交通弱者が多く、自家用車の

相乗り・送迎行動がとれない個人は路練バスの利用をもっ

てしか通院ができないためであろう。

3)意向調査結果

意向調査では、「鳥取東部地区全域で利用可能な定期券

の購入意向」や「バス利用クラブヘの参加意向」を問う形

式で、現況の整備水準下でのバスサービスヘの支払い意思

額やバスサービスをクラブ財として供給できる可能性等

に関する意向を調査した。

ここで設間形成の設定につぎのような工夫をした。一般

に直接に支払い意思額を尋ねる場合、支払いの意思額に相

当する金額を並べてその中の 1つの選択肢を選択させる

という質問形式 (ク ローズドエンド形式
8))が 用いられる

ことが多い。このような質問形式を用いると、中央の選択

肢が選ばれやすい等の問題が生じる。今回の調査では、こ

のような問題を回避するため次のような方法をとった。す

なわち、各々の被験者に対してランダムにサービスに対す

る対価との値を定め、これを受け入れるか否かを間う形式

(オ ープンエンド形式)と した。この形式では、各調査対象

者の支払い意思額を直接的に求めることはできず、2項ロ

ジットモデル等
°)を用いた推計が必要となる。しかしなが

ら、このような質問形式をとることで、クローズドエンド

各町村・女性

各町オサ・男性

島取市・女性

鳥取市・男性

団 10代 E20代 口 30代 口 40代 日 50
□ 60代 団 70代 口 80代

郡翻
`rlイのパス利用目的
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形式の質問に対して中央の選択肢が選択されやすいとい

う問題を回避し、データの信頼性を高めることができるこ

とが期待される。具体的には、次のような設間に対して、

「はい」「 いいえ」のいずれかの選択を求めた。

1 鳥取県東部地域内全域で、利用できる定期券 (本人の

み有効)を考えて下さい。あなたはこの定期券の値段

がユヶ月当たり,円だとします。利用しますか?

以下では、上記のような形式で行った「鳥取県東部地区

全域で有効な定期券の購入意向」の調査結果をもとに、地

域住民が現状のサービス水準におけるバスサービスに対

する支払い意思額を算定し、バスサービスの現状の提供

水準に対する地域住民の評価に関して考察する。このため

に、まず、上記の設間に「はい」と答える確率P(reslξЯj π)

を 2項 ロジットモデルを用いて次式のように定式化し、最

尤推定法により推計した。

Plrg主
"→
=議    ω

1

=1+eα
〔n+β=

(2)

ここで、力 e"1/N。 :そ れぞれ「はい」「 いいえ」と答えた

調査対象者の確定効用、こ
“
(=(δ∫,δr,…・,軽 ,ど・ ))1個人 ,

の属性ベクトル、α〕βは未知パラメータである。ここで、

ギ,(|=0,― ち4)は、それぞれ、居住地ダミー、自家用車

保有ダミー、鉄道定期券の保有ダミー、バス定期券の保有

ダミー、回数券の保有ダミーである。ど
用は、_週間の通

勤・通学日数であり、 0か ら7の値をとる。

式 (2)の モデルの推計結果を表-3に示す。パラメータは

符号条件を満たし、的中率 (0,88)、 尤度比 (0.55)と も比

較的良好な結果が得られた。また、と値に関しては、自動

車保有の有無δュと若桜町のダミー変数の2っ の項目を除

いては5%有意となっている。全体として比較的説明力の

あるモデルが得られたと考えられよう。

図 30に居住地別、パス定期券の保有の有無別に、現況
のバスサービスに対する支払い意思額の分布状況を示す。

この図は、鳥取県東部地域全域で利用可能な定期券の価

格を縦軸に、対応する価格に対する購入確率を横軸にとっ

て、相互の関係を示している。鳥取県東部地域全域で利用

可能な定期券の価格は現況のバスサービスに対する支払

い意思額を表しており、さらに、このような定期券の購入

確率は、対応する支払い意思額を有する個人の構成比率を

与えている。このことから、図-30は 、現況の7k・スサーピ

スに対する支払い意思額の分布状況を表していると言う

ことができよう。

図弓0か ら、定期券を保有してろ個人は、保有していな

い個人と比ベバスサービスの提供水準に高い支払い意思

額をもつ個人の割合が高いことが読みとれる。これは、定

期券を保有 している個人は、現状でもパスサービスの提

供水準に比較的満足しているためであると考えられる。次

に、各地域別の結果について考察をおこなう。鳥取市にお

いては購入割合が低い。これは、種々活動が比較的近距離

に立地しているため、タクシー等を含めた多様な交通手段

が比較的低料金で利用可能であり、現状のサービス水準で

はバスに対する支払い意思額は高くなりにくいためであ

ろう。一方郡部町村では、パスサービスの提供水準が比較

的高い、福部村、岩美町については比較的高い支払い意思

額を表明する個人の割合が高くなっている。若桜町、八東

町でも同様に比較的高い水準の支払い意思額を表明する

個人の割合が高いが、これらのバスサービスの提供水準は

所要時間等を考慮すれば決してそれほど高いとはいえな

い。しかしながら、他の交通手段も限られているため現況

のバスサービスの路線整備に関する支払い意思額は高く

なっているものと考えられよう。これに対し、鉄道の交通

の便が比較的良いと考えられる郡家町や運行便数等の面

からバスサービスの提供水準が他の町村に比べて低いと

考えられる船岡町では現状のパスサービスに対する評価

は相対的に低くなっている。

以上の結果を総括すれば、鉄道などバスサービスに代替

しうる公共交通サービスの提供水準が高い地域やバスサ

ービスの提供水準が他の町村に比べて低い地域では相対

的にバスサービスに対する支払い意思額は低い水準に留

まるが、山間部のようなバスサービスに頼らぎるを得ない

地域の住民はバスサービスに対して高い支払い意思額を

表明する傾向があることがわかった。

ユI 績|.41の館は 全領/1∞0(田〕で11■ をしている。
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5。 おわりに

本研究では、鳥取県東部地区を対象とした交通実態調査を

通して、地方生活日における現状の個人の交通実態の分析

を行った。この際、調査対象者の世帯や個人属性の特性に

ついて述べ、交通実態調査で行われたパーソントリップの

分析を行った。具体的には、対象地域における個々人の交

通 トリップについての特性を調べるために、1)ト リップの

生成率、2)ト リップの発生、集中、3)ト リップ分布、4)交

通手段別トリップ構成、について考察した。さらに、地方

生活圏における主要な公共交通サービスを構成するパス

サービスに着目して、その利用実態を分析するとともに、

地域住民の現況のサービス水準下でのバスサービスに対

する支払い意思額を計量化し、地域住民のパスサービスに

対する評価について考察した。

これらの分析の結果、1)交通手段の選択肢が限られてい

る郡部町村居住者は通勤。通学・通院 トリップ等の義務的な

トリップに依存していることがわかり、交通手段の選択肢

の減少に伴うトリップの減少が見られること、2)相乗り・

送迎行動も顕著に行われており、このために自家用車を運

転するという行為の多くが就労していない女性によって担

われていること、3)バ スサービスの利用者は、老人や子供

などの交通弱者などに占められていること4)支払い意思

額分析では、鉄道などバスサービスに代替する利便性の高

い公共交通機関が存在するところよりも山間部のような

バスサービスに頼らぎるを得ない地域の住民にとって現状

のパスサービスの支払い意思額は高いこと等の興味深い

知見が得られた。さらに、今回調査の結果得られたデータ

は、交通行動のモデル化、それを用いた政策分析等を今後

展開していくことを可能とする。この意味で、今回の調査

の結果得られたデータは、対象地域における交通計画を検

討していく際の基礎的な資料となりうるものと考える。

しかしながら、パーソントリップ調査の枠内に留まった

ために、交通の実態に関する把握は行えたが、交通のニー

ズを把握することはできなかった。このため、どのような

ユーズが諦められ、他のいかなる代替手段が選択された

のか等の影響をデータから得ることはできなかった。さら

に、交通行動を起こした個人が交通行動にいかなる制約を

受けていたかに関しても、十分に調査できたとはいいがた

い。今後、これらの反省にたって、地方生活圏の交通調査

の方法を確立していくことが必要であろう。この点に関し

ては、今後の課題としたい。

最後に交通実態調査における、アンケ
ー ト配布・回収、

データ入力は、システム計画学研究室、地域開発計画学
研

究室の皆様のご協力により成 し得たも
のである。また本研

究を行うに際 し、鳥取大学工学部奥山育英教授
には貴重な

コメントを賜った。ここに記 し、感謝の意を表するもので

ある。なお、この研究は日本交通株式会社の日中隆氏との

共同研究の一貫 として行われたものである。
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